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【手続補正書】
【提出日】令和1年12月12日(2019.12.12)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　方法であって、
　周波数変調連続波（ＦＭＣＷ）レーダーにより生成されるチャープ信号を直交信号にダ
ウンコンバートすることと、
　ＩＦ信号を生成させるために前記直交信号をデジタル化することと、
　前記ＩＦ信号の瞬時周波数を判定することと、
　前記チャープ信号の周波数線形性を判定するために前記ＩＦ信号の前記瞬時周波数を前
記チャープ信号の所定の瞬時周波数と比較することと、
　を含む、方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の方法であって、
　前記ＩＦ信号の瞬時周波数を判定することが、前記ＩＦ信号の導関数を計算することを
含む、方法。
【請求項３】
　請求項１に記載の方法であって、
　前記ＩＦ信号の瞬時周波数を生成させるために前記ＩＦ信号の位相の導関数を計算する
ことと、
　前記瞬時周波数を線に合わせることと、
　前記周波数線形性を生成させるために前記瞬時周波数の線と所定の瞬時周波数を構成す
る線との間の差を判定することと、
　を更に含む、方法。
【請求項４】
　請求項１に記載の方法であって、
　前記ダウンコンバートすることが、スペクトル分析器を用いて前記チャープ信号を直交
信号にダウンコンバートすることを含む、方法。
【請求項５】
　請求項１に記載の方法であって、
　前記チャープ信号のダイナミック位相ノイズを判定することを更に含む、方法。
【請求項６】
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　請求項１に記載の方法であって、
　ダイナミック位相ノイズを判定することであって、
　前記ＩＦ信号の前記瞬時周波数サンプルを生成させるために前記ＩＦ信号の位相の導関
数を計算することと、
　周波数誤差サンプルを生成させるために前記瞬時周波数のサンプルと所定の周波数サン
プルとの間の差を判定することと、
　位相誤差サンプルを生成させるために前記周波数誤差サンプルを積分することと、
　前記ダイナミック位相ノイズを生成させるために前記位相誤差サンプルのパワースペク
トル密度関数を計算することと、
　により、前記ダイナミック位相ノイズを判定することを更に含む、方法。
【請求項７】
　請求項１に記載の方法であって、
　ダイナミック位相ノイズを判定することであって、
　前記ＩＦ信号の位相サンプルを判定することと、
　所定の位相サンプルを計算することと、
　位相誤差サンプルを生成させるために前記所定の位相サンプルに対する前記位相サンプ
ル間の差を判定することと、
　ダイナミック位相ノイズを生成させるために前記位相誤差サンプルのパワースペクトル
密度を判定することと、
　により、前記ダイナミック位相ノイズを判定することを更に含む、方法。
【請求項８】
　請求項１に記載の方法であって、
　前記チャープ信号を構成する複数の帯域幅を分析することと、
　前記チャープ信号の分析を生成させるために前記複数の帯域幅を分析した結果を組み合
わせることと、
　を更に含む、方法。
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